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［造幣局の使命］ 
○  高度な偽造防止技術及び厳格な管理体制をもって貨幣を安定的かつ確実

に製造し、通貨制度の安定に寄与。 

○  天皇の国事行為により授与される勲章等を確実に製造し、国の栄典制度

に寄与。 

○  貴金属取引の安全を保証し、品位の証明を正確に行うことにより、消費

者を保護。 

 

 
Ⅰ 造幣局の性格 

１．貨幣は、経済取引の基礎を成し、国民生活に不可欠な公共的な財である。造幣

局は、貨幣製造業務を通じて国民生活・経済秩序の安定に重要な役割を担ってい

る。 

２．造幣局が管理している偽造防止技術の情報が一度外部に流出すれば、国民生活

や経済活動に重大な影響を及ぼす恐れがあるため、厳格な管理体制の整備が求め

られている。 

３．近年、電子マネーの進展が見られる一方、市場志向の変化による価格設定の多

様化（区切りの良い金額から僅かに下回る価格を設定し、釣銭が必要となる価格）

などによる少額決済のための貨幣需要に応えていく必要がある。 

４．造幣局は、他の独立行政法人とは異なり、運営費交付金等を前提とせず、独立

採算による経営を行っており、事務の効率化や業務の見直し等について、積極的

に取り組んでいるところである。（第１期：15 年 4月～20 年 3月）  

 

 
Ⅱ 造幣局の業務内容 

１．貨幣の製造及び回収貨幣の鋳つぶし 
 ５００円貨幣の潜像や斜めギザ等高度な偽造防止技術を採用し、国民に対し安

全・安心な通貨を提供。 

 回収された貨幣を新貨幣に再利用し、資源を有効に活用。 

 財務大臣が定める製造計画に従うことが義務付けられており、また、緊急時の改

鋳に対応するため、貨幣製造に関して、独立行政法人造幣局法に基づき財務大臣か

らの緊急要請に対する応諾義務が課されている（法令違反の場合は役員の解任）。  
 

２．偽造防止技術の向上のための調査、研究等、貨幣の真偽鑑定 
 内外の取締当局や通貨当局からの情報収集を行いつつ、次世代の貨幣に使用可能

な新たな偽造防止技術の開発。貨幣の真偽鑑定も実施。 
 

３．国家的記念事業として発行される貨幣の製造、販売等
 政府の決定に基づき、記念貨幣を製造し、国民のニーズに対応。記念貨幣につい

て、国民への公平な販売方法の実施。  
４．勲章・褒章及び金属工芸品の製造等 

 勲章等、金属工芸品（オリンピック入賞メダル、国民栄誉賞の楯など公共上の見

地から必要とされるもの。） 

５．貴金属の品位証明 
 貴金属の品位を証明し、消費者保護や貴金属取引の安定に寄与。 
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［第１期中期目標期間（平成１５～１９年度）の課題及び取組み］ 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
１．財務大臣が定める製造計画に対し的確に対応 

 財務大臣が定める製造計画に基づき、年間１２～１４億枚の貨幣を製造。 

 貨幣製造工程において、貨幣自動検査装置を開発・実用するなど、省力化を実施。 
 
２．高度な偽造抵抗力を施した貨幣の製造及び新技術を記念貨幣に採用 

 現行５００円貨幣は、潜像や斜めギザ等を採用しており、世界造幣局長作業部会（１

７年９月開催）において、最も安全性の高い硬貨であると評価されている。 

 日本ブラジル交流年及び日本人ブラジル移住１００周年記念貨幣（２０年３月発行

予定）に、新たに「異形斜めギザ」の新技術を採用し、偽造抵抗力をより高めた貨幣

を開発。 
 
３．貨幣の製造コストの削減

 市中から回収した貨幣を新しい貨幣を製造する原材料として再利用する率（リサイ

クル率）を高めること等により貨幣製造コストを削減。貨幣製造部門も含め、中期目

標期間中において、全体で人員１８８人削減（１５年度比△１５.３％）を予定し、

１８年度決算見込で固定的な経費約２０億円程度（１５年度比△１１％）の削減予定

（詳細は、「Ⅳ効率的な業務運営の実施」参照）。 
 

 
      区  分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 

貨幣製造量（億枚） 13.9 12.2 11.9 12.1 

製造代価（億円） 217.4 210.2 185.7 169.9 

 

 

 

財務大臣が定める目標 
 高品質で純正画一な貨幣の確実な製造。 

 偽造防止技術等の効率的かつ効果的な研究開発。 

 業務運営の効率化による貨幣製造コストの削減（製造１単位当たりのコスト上昇

を極力、抑制、吸収する最大限の努力を求める。）。 

Ⅰ 貨幣製造 

 

 Ⅱ 勲章・褒章製造 
 

 

 

 

 

 
 
 

内閣府からの勲章・褒章製造に対する要請 
 天皇の国事行為に基づく栄典制度であり、国民からの信頼と尊厳が得られる高い品質

を毎年度均一に維持し、納期までに確実に納品。栄典制度の改革（１５年１１月より実施）

による製造数量の増加に対し、確実に製造。 

 
○ 天皇の国事行為に相応しい高品質で均一な勲章・褒章の製造 

 内閣府の発注に対し、貨幣製造技術を活用しつつ、高品質で均一な勲章等を製造し、

納期内に納品。 

 製造工程における自動化機器の活用等により省力化を実施。 

区  分 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

勲章等製造数量（個） 22,348 29,253 29,253 29,748 29,710

売上高（百万円） 2,000 2,514 2,501 2,500 2,513
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Ⅲ 貴金属の品位証明事業 

 

 

 

 

 

財務大臣が定める目標 
 最近の受注動向を踏まえ、効率化を図るとともに、業務運営のあり方を検討。 

 採算性確保の観点を考慮した適切な手数料を設定。 

 

 

 

○ 手数料の引上等の収支改善策を実施中 

 

品位証明事業のアクションプログラムを策定 
  品位証明事業は、消費者保護や貴金属取引の安定に寄与するものであるが、一方で、

近年、受注が減少していることから、経費削減を図るとともに、採算性確保の観点から

適切な手数料体系を構築する必要（１７年度約１億円の赤字）。 

１９年１月に、品位証明事業にかかる人員削減及び手数料の見直し等により、２０年

度までに収支相償を目標としたアクションプログラムを策定。 

                     

 

 

 品位証明事業の受託個数及び手数料
（平成３年～１８年度）
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品位証明事業のアクションプログラム 

【人員削減】 

○ 平成１９年１月に当該事業を東京支局へ集約化し、２０年度か

ら１８年度当初人員（１２名）の４分の１程度の体制とする。 

【手数料の見直し】 

○ 適切な受益者負担及び採算性確保の観点から、１９年度からサ

ービス改善を図った上で手数料を一律３０％引き上げ。 
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１．固定的な経費の削減（人件費の削減等）   
 下記の取組み等の結果、固定的な経費が 15'実績１８８億円から 18'実績見込では 

１６７億円（△11%削減）と見込まれており、約２０億円程度の削減予定。 

 

２．人員の削減 
 貨幣自動検査装置の実用化、勲章製造工程における自動化機器の活用等により省力

化を行い、人員を削減。 

 区 分 5'期首 10'期首 15'期首 19'期末（見込）

人員（人） 1,533 1,397 1,230 1,042

増減人員 △73 △136 △167 △188

増減率 △4.5% △8.9% △12.0% △15.3%

 

 

 
※増減人員については、19'期末は 15'期首との比較であり、それ以前は  
５年前期首との比較である。 

 

 

３．業務の運営改善・効率化 

 
 ５００円貨幣の生産高に占める不良品割合（仕損率）の改善 

                  
14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

18 年度 
（実績見込） 

３.４% ２.４% ０.９% ０.６% ０.５% 

 
 

 

 

財務大臣が定める目標 
 業務運営の効率化を図り、固定的な経費の削減に努める。 

 「行政改革の重要方針」（17.12.24 閣議決定）を踏まえ、国家公務員に準じた  

人件費削減の取組みを行う。 

Ⅳ 効率的な業務運営の実施 

（参考）中期計画の目標（目標期間中の仕損率の平均が 13 年度の実績値 5.2%を下回ること）   
 
 

 リサイクル率の向上 
市中から回収した貨幣を新しい貨幣を製造する原材料として再利用（リサイクル）。

溶解方法の工夫により、リサイクル率は年々向上（15 年度 40％程度→18 年度 70％

程度）。 
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［造幣局を取り巻く情勢］ 

 
 
Ⅰ 電子マネーの貨幣需要への影響 

 平成 13 年 11 月に、Suica や Edy のサービスが開始されて以降、少額決
済市場に占める電子マネー等が進展。しかしながら、現在のところ、貨
幣流通高は増加。 

 
 
 
 

 
Ⅱ 政府部門の随意契約緊急点検・見直し

政府における随意契約の緊急点検・見直し（「公益法人等の随意契約の適正

化について」18 年６月公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議取りまと

め）において、以下のように整理・決定。 
 

① 貨幣、勲章等の製造は随意契約の適格性あり 
 
② 金盃、銀盃等は一般競争入札へ移行

 
 
（参考）① 貨幣製造は、国民生活・経済の安定のために、偽造されにくい貨幣の安定・確実な供給が

必要なこと 

② 勲章等製造は、天皇の国事行為により授与されること 

から競争には馴染まず、随意契約の必要性が認められている｡ 
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[造幣局の今後期待される役割、取組むべき課題］ 

 
 
 
 

造幣局に期待される役割 

通貨当局としては、通貨制度の安定のため、造幣局に対して、国と一

体として偽造防止技術の維持・向上を図るとともに、今後諸外国との一

層の情報交換や連携の役割を期待。 

 
 
 
 
 
 

  近年通貨偽造問題は、国際的な広がりを見せており、高度な偽造防止技術の一層

の向上を図るため、偽造抵抗力を高めるための調査・研究を実施するとともに、諸

外国の取締当局・通貨当局との情報交換や連携が今後一層重要。 

  偽造事件が発生した場合には、真偽鑑定の実施、緊急改鋳への対応も想定しつつ、

財務省、日本銀行、取締当局等との全面的な協力体制を整えておくことが求められ

る。 

  以上のことから、我が国独自の偽造防止技術が導入されている貨幣等の製造は、

国民の安全・安心な社会の実現に向けて、国と一体として図る必要がある。 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

今後取組むべき課題 

造幣局の取り巻く情勢を踏まえつつ、①同局に期待される役割等を踏ま
えた業務の見直し、②業務運営の一層の効率化、及び③業務の見直しに即
した製造体制の見直しが、第２期目の課題（現在検討中）。 

 

１．業務の見直し 
 

 上記を含め、造幣局に期待される国と一体として図るべき役割や、「官から民へ」と

いった観点等を踏まえた業務の見直し。 

 品位証明事業について収支改善のためのアクションプログラムに沿った抜本的な   

業務改善策を実施。 

 

２．業務運営の効率化・製造体制等の見直し 
 

 製造工程におけるアウトソーシングの活用。 

 貨幣製造工程における機械化の促進。 

 業務の見直しに対応した製造体制等の見直し。 

 

（参考）独立行政法人造幣局法において、「組織、業務の見直しの検討を行うに当たって

は、貨幣の確実な製造の確保並びに偽造防止技術の維持及び向上による通貨制度

の安定の確保の必要性に配慮するものとする。」とされている。 

 

 

 7



分科会ヒアリング（５月） 各府省共通様式（造幣局） 

 

１ 主要事業別人員、費用、収益（国からの財政支出・財投・自己収入等財源別）[収支計画ベース]            

（単位：人、百万円） 
収益 

国からの財政支出 主要事業 予算年度 人員 費用 
運営費

交付金
補助金等 受託収入 出資金等 小計 

財投 自己収入等 合計 

1９年度 656 16,232 － － － － － － 16,872 16,872 
1８年度 685 17,501 － － － － － － 18,264 18,264 貨幣の製造等 

増減 ▲29 ▲1,269 － － － － － － ▲1,392 ▲1,392 
1９年度 22 3,116 － － － － － － 3,568 3,568 
1８年度 22 3,482 － － － － － － 4,300 4,300 貨幣の販売 

増減 0 ▲365 － － － － － － ▲732 ▲732 
1９年度 196 3,327 － － － － － － 3,404 3,404 
1８年度 204 3,062 － － － － － － 3,505 3,505 勲章等の製造・販売

増減 ▲8 265 － － － － － － ▲102 ▲102 
1９年度 42 395 － － － － － － 63 63 
1８年度 48 319 － － － － － － 67 67 貴金属製品の品位証

明等 
増減 ▲6 77 － － － － － － ▲4 ▲4 

1９年度 165 － － － － － － － － － 
1８年度 164 － － － － － － － － － その他経営企画・総

合調整等業務 
増減 ＋1 － － － － － － － － － 

1９年度 1,081 23,071 － － － － － － 23,907 23,907 
1８年度 1,123 24,364 － － － － － － 26,136 26,136 

 

合計 

増減 ▲42 ▲1,293 － － － － － － ▲2,229 ▲2,229 
（注１）「主要事業」欄には、法人の主要な事業ごとに事業内容を記載。 

（注２）「人員」欄、「費用」欄、「運営費交付金」等の「収益」欄には、主要事業ごとの人員（各年４月１日現在）、額（各年度収支計画）を記載。 

（注３）「補助金等」欄には、国庫補助金、施設整備費補助金、補給金、交付金その他の国からの補助金等を記載。 

（注４）「受託収入」欄には、受託収入のうち国からの受託分を記載。 

（注５）「出資金等」欄には、国からの出資金、借入金、国の債券引受その他の「運営費交付金」、「補助金等」、「受託収入」以外の国からの財政支出分を記載（「財投」分を除く）。 

（注６）「財投」欄には、財政融資資金からの借入金を記載。 

（注７）「自己収入等」欄には、上記「収入」以外の自己収入、受託収入（国からの受託分を除く）等を記載。 

（注８）表中の「－」は該当がないことを、「0」は該当はあるが百万円未満の金額であることを示す。 

（注９）「その他経営企画・総合調整等業務」で発生した費用については、各事業に配賦。 

（注１０）「その他経営企画・総合調整等業務」の人員には、役員を含む。 

 

２ 組織図（平成１９年４月１日現在） 

  別紙 



独立行政法人造幣局
組織図（平成１９年４月１日現在）
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［通常貨幣及び記念貨幣の製造］

207
(部長含む）

82
(所長含む）

163
(支局長、次長含む）

272
(支局長、次長含む）

常勤役員６人、常勤職員１，０７５人

首 席 監 査 官

首 席 監 察 官

［経営に関する基本方針の策定・全体
の総合調整］

［貨幣セット並びに勲章及び金属工芸
品の製造・販売］

総 務 部
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貨 幣 部
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理 事 長

監 事

理 事

東 京 支 局

広 島 支 局

［貨幣の真偽鑑定、偽造防止等に係る
研究等］

［プルーフ貨幣の製造、勲章及び金属
工芸品の製造・販売、貴金属製品の品
位証明等］

［通常貨幣の製造、貨幣の鋳潰し等］

（ISO取得状況）
・ISO9001　  貨幣製造事業　平成14年度
　　　　　　　 　その他全事業　平成15年度
・ISO14001　 全事業所　      平成17年度




